
所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名 　　　㊞

公表日  平成29年9月12日

次の指名競争入札に参加を申し込みます。

公募型指名競争入札参加意向申出書

平成　　年　　月　　日　　

公益財団法人 横浜市建築保全公社　理事長

細　目　　

種　目 　 320:各種調査企画

(C)建築物劣化調査

契約番号 委託名等

1 5010 浦舟福祉複合施設ほか１２施設建築物外壁調査委託

2

3

（注意）
1. 　公表日、種目名及び細目が同一委託案件は、まとめて提出していただけます。
2. 　委託案件ごとの提出でも構いません。

4

5

6

公益財団法人 横浜市建築保全公社



所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名 ㊞

連絡先：担当
者 氏 名

電 話 番 号

ファクシミリ

委託名

注意：質問がある場合は、「発注情報詳細」に記載された、質問締切日時までにこの用紙に質問
内容を記載し、担当部署に来社して提出するか、ファクシミリまたは、電子メール で送信する
こと。なお、ファクシミリまたは、電子メールで送信した際は、質問書を送信した 旨を同時に
担当部署へ必ず電話で連絡すること。
（担当部署）公益財団法人 横浜市建築保全公社　技術部 技術管理課　企画調整係　長田
ファクシミリ　　045-664-7055
電子メールアドレス　　  soumuka-keiyaku@bz04.plala.or.jp
電話（企画調整係）　　045-306-7276

5

平成　　年　　月　　日

4

項目（ﾍﾟｰｼﾞ等） 質 問 内 容

公益財団法人 横浜市建築保全公社

委託設計書等に関する質問書

1

2

3

上記委託名にかかる設計書の内容等について、次のとおり質問します。

浦舟福祉複合施設ほか１２施設建築物外壁調査委託

公益財団法人 横浜市建築保全公社



㊞

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

（注意）
(1)入札書には、消費税法第９条第１項規定の免税事業者であるか課税事業者であるかを問わず、
　 見積った契約希望価格の 108 分の 100 に相当する金額を記載すること。（税抜き金額）

(2)「所在地、商号又は名称、代表者職氏名、代表者印、入札金額」の記載及び捺印のない場合
    は、失格となりますので、ご注意下さい。

(3) 入札方法は、入札参加者が入札書を入札時に直接投函して行います。

(4) 一回目の入札で落札しない場合、その場で二回目の入札を行いますので、入札書は２枚
     用意してください。

(5) 地方自治法施行令第 167 条の２第 1 項第 8 号の規定により、二回目の入札で落札者がな
     いときは、最低価格を提示した業者と交渉を行い、予定価格内で合意した場合に随意契約を
     行うこととします。

入　　札　　書

平成　　年　　月　　日

公益財団法人 横浜市建築保全公社　理事長

次の金額で、受託いたしたく関係書類を熟覧のうえ、公益財団法人横浜市建
築保全公社契約規程を遵守し、入札いたします。

所 在 地

商号又は名称

代表者職氏名

委 託 名 浦舟福祉複合施設ほか１２施設建築物外壁調査委託

金　　額

公益財団法人 横浜市建築保全公社



㊞

（注意）
1. 委託案件ごとに提出してください。

2. 入札の辞退 入札参加者は、入札書を投函するまでは、次のアまたは、イの方法によ
    り、いつでも入札を辞退することができます。
　  なお、入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱
    いを受けるものではありません。

ア. 入札執行前
    入札辞退届を契約担当職員に持参するか、又は郵送しなければなりません。ただし、
    郵送の場合は、平成29年10月5日（木）午後5 時までに総務課契約係に必着のこ
    と。

イ. 入札執行中
    入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執行する職員に直接提出しなけれ
    ばなりません。

※契約手続に関する問い合わせ先
　総務課　契約係　峯田・倉沢　　電話　045-641-3124（直通）

入　札　辞　退　届

平成　　年　　月　　日

公益財団法人 横浜市建築保全公社　理事長

所 在 地

委 託 名 浦舟福祉複合施設ほか１２施設建築物外壁調査委託

次の委託について指名を受けましたが、都合により入札を辞退いたしたいの
でお届けします。

商号又は名称

代表者職氏名

公益財団法人 横浜市建築保全公社


